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はじめに

 今般、電気事業法が改正され、欧州の制度も参考に、必要なネットワーク投資の確保と国民負担
の抑制を両立させるため、一般送配電事業者が、一定期間ごとに、収入上限（レベニューキャッ
プ）を算定し承認を受ける新しい託送料金制度を導入することとなった。

 今後、その詳細設計をする必要があるところ、資源エネルギー庁の審議会において、電力・ガス取引
監視等委員会と資源エネルギー庁が連携して検討することとされた。

 本会合において、その詳細設計についてご議論をいただきたい。
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構築小委における議論
 資源エネルギー庁の審議会においては、レベニューキャップ制度の詳細については、専門的な料金

審査に係る内容を多く含むことから、電力・ガス取引監視等委員会の場で検討を進めていくこととさ
れた。

2020年7月20日
第５回持続可能な電力システム構築

小委員会資料１
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託送料金制度改革の狙い
 今回の託送料金制度改革（レベニューキャップ制度）の狙いは、一般送配電事業者における必

要な投資の確保とコスト効率化を両立させ、再エネ主力電源化やレジリエンス強化等を図るもの
である。

2019年8月26日
第30回総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 資料
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論点 詳細及び留意事項

論点①：申請、承認、認可等
の業務フローの基本的
考え方

レベニューキャップ制度を円滑に開始するため、制度の開始時期や、制度開始に向けた電力・ガ
ス取引監視等委員会における審議を含む詳細制度の検討スケジュール、承認・認可の透明性を
高める観点から消費者庁の関与等について整理する必要がある。

論点②：各論検討に向けた基
本的考え方

「必要な投資確保の仕組み」と「コスト効率化を促す仕組み」を両立した託送料金制度改革を
実行する上で、レベニューキャップ制度の詳細設計の骨格（アウトプットの設定、規制期間の設定
など）について検討することが必要。

論点③：レベニューキャップの
審査方法（指針）

レベニューキャップの審査のための、指針（審査要領含む）（告示）や算定規則（省令）を定
める必要がある。これらは、託送料金制度改革の目的である、「日本全体の電力システムのより大
きな便益につなげること を目的に、必要となる費用に照らして評価することを基本コンセプト」とし、こ
れらの目的の達成等に資するものであるか留意して検討することが必要。

論点④：託送料金の算定・審
査方法（算定規則・
審査要領）

託送料金の算定・審査方法（算定規則（省令）や審査要領（訓令））について、レベ
ニューキャップを前提とした算定・審査方法に改めることが必要。

論点⑤：レベニューキャップの
変更（変分承認）の
考え方

レベニューキャップの規制期間中における変更対象となる費用等について、本小委員会中間取り
まとめでは、以下の整理が行われているところ、引き続き詳細検討が必要。
「大規模な災害復旧や再生可能エネルギー電源の新規接続急増のための系統増強、税制等の

制度変更対応、調達すべき調整力の量・価格の増減、想定需要と実績需要との大幅な乖離調
整等が考えられる（略）。また、当該設定期間内の収入上限に反映するか、次の設定期間の収
入上限に反映するか、という点についても、収入上限の設定期間の長さ、費用の増減額の規模な
どを考慮することとし、詳細検討を進めるべきである。」

論点⑥：託送料金の変更の
考え方

レベニューキャップの変分承認に伴い託送料金を変更する場合等に、託送料金の変更が考えら
れるところ、その際の反映の考え方や、申請フロー等についての整理が必要。

１．強靱な電力ネットワークの形成 （２）託送料金制度改革（レベニューキャップ制度）

（参考）各論点の詳細及び留意事項（１／２）
2020年7月20日

第５回持続可能な電力システム構築
小委員会資料１ 抜粋
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論点 詳細及び留意事項

論点⑦：期中の監視及びモ
ニタリングの在り方

現行の託送料金制度下においては、超過利潤累積管理の考えのもと、毎年、公開の場において、
超過利潤や、その累積額（託送原価と実績原価の乖離の状況）、効率化の実施状況を確認して
いる。レベニューキャップ制度では、事業者の効率化努力により利益が生じた場合、「欧州の例に倣い、
収入上限の範囲内で、一般送配電事業者が一定の利益を確保することを可能とする仕組み」として
いることから、このような点を踏まえ、期中の監視及びモニタリングの在り方を見直すべきではないか。

論点⑧：前期の成果の利用
者還元・次期レベ
ニューキャップへの反
映方法

第一次規制期間において設定したアウトプットの評価や、設備増強計画や設備更新計画等を確
実に実施する観点から、第一次規制期間から次期規制期間に繰り越された計画等の取扱いや、第
一次規制期間の最終年度の取扱い（次期規制期間にむけた審査に盛り込むことが困難な内容のレ
ベニューキャップ等への反映）の考え方や、申請フロー等についての整理が必要ではないか。
また、事業者の効率化分についての利用者還元及び事業者インセンティブ確保（消費者へのプロ

フィットシェア）の考え方の整理が必要ではないか。

論点⑨：各時点における事
業者の申請・報告内
容

レベニューキャップの審査に当たっては、設備更新計画と設備増強計画の提出を求めることとしており、
本小委の中間取りまとめでは、以下の整理が行われているところ、これらの実現に当たって、事業者か
ら、各時点で申請・報告を求める内容の整理が必要。
・「送配電設備について長期的視野に立った計画的な資産管理 （アセットマネジメント）及びそれ
に基づく計画的な設備更新を求めることが必要」

・「設備増強計画や設備更新計画等に必要な投資を盛り込むとともに、それをコスト効率化と両立
させながら確実に実施することが必要」

・「一層のコスト効率化を促していく審査の仕組みについては、事業者の効率的な取組、海外の事
例なども参考に、①事業費用を、供給地点数、送電線・配電線の設営距離(km)、供給面積
(km2)等に着目した単位当たりコストを算定し、②需要密度などの事業実態なども考慮しつつ、各
事業者の単位当たりコストを比較し、効率化が遅れている事業者の効率化を促すとともに、③将来
的な効率化については、統計的に算出した生産性向上見込み率を用いた査定を行うことを基本と
して、一般送配電事業者自らによる効率性向上の取組を促す仕組みを検討していくべき」

１．強靱な電力ネットワークの形成 （２）託送料金制度改革（レベニューキャップ制度）

（参考）各論点の詳細及び留意事項（２／２）
2020年7月20日

第５回持続可能な電力システム構築
小委員会資料１ 抜粋
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１．託送料金制度改革の論点
①新しい託送料金制度の全体像
②規制期間開始時（期初）の主な論点
③規制期間中（期中）、規制期間終了時（事後）の主な論点

２．今後のスケジュール

３．参考
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論点１．指針に記載する内容
 一般送配電事業者は、国が示した指針に沿って、一定期間に達成すべき目標を明確にした事業計画の策定

や収入上限の算定を行うこととなる。

 再エネ主力電源化やレジリエンス強化等に対応するため、一般送配電事業者が送配電設備の確実な増強と
更新を実施すると同時に、コスト効率化に取り組むよう、以下のような内容を指針に記載してはどうか。

 指針の主な記載内容（例）

一般送配電事業者が、一定期間に達成すべき目標

一般送配電事業者が、一定期間に上述の目標を達成するために必要となる事
業計画（設備拡充、設備保全、効率化等）を策定すること

一般送配電事業者による収入上限の算定方法

・・・論点２

・・・論点３

・・・論点４
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論点２．一般送配電事業者が一定期間に達成すべき目標
 一般送配電事業者は、国が示した指針に沿って、一定期間に達成すべき目標を明確にした事業計画の策定

や収入上限の算定を行うこととなる。

 指針には、一般送配電事業者が実現すべき目標として、安定供給、広域化、再エネ導入拡大、系統利用者
へのサービス品質等の目標を明確にすることとしてはどうか。その際、国の審議会で議論された内容や、マスター
プラン等の内容を確実に盛り込むことにすべきではないか。

成果目標、行動目標

一般送配電事業者が一定期間に達成すべき目標を指針に記載
エネルギー基本計画、マスタープラン、国の審議会で議論された内容等と
整合的になるように、国が成果目標、行動目標を設定する

（指針に記載する目標例）
• 安定供給（停電回数、停電時間 等）
• 広域化（仕様統一化、災害時の連携 等）
• 再エネ導入拡大（既存NWの送電容量拡大、発電量予測精度の

向上 等）
• 系統利用者へのサービス品質（正確な料金算定 等）
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論点３．一般送配電事業者が策定すべき事業計画の内容
 一般送配電事業者は、国が示した指針に沿って、一定期間に達成すべき目標を明確にした事業計画の策定

や収入上限の算定を行うこととなる。

 その事業計画では着実な投資の実施に向けて、一般送配電事業者が一定期間に達成すべき目標を明確に
するとともに、以下の内容を盛り込むことにすべきではないか。また、効率化の取り組みについても同様に、目標
を明確にすべきではないか。

 一般送配電事業者が策定すべき事業計画の内容

成果目標、行動目標 一般送配電事業者が一定期間に達成すべき目標（安定供給、広域化、
再エネ導入拡大、系統利用者へのサービス品質等の目標）

発電、需要見込みや再エネ連系量予測 等

新設工事や増強工事の方針、投資数量と金額

アセットマネジメント等の手法に基づく更新投資、修繕の方針、投資数量と
金額

仕様統一化や競争発注等を通じた効率化取組施策

前提計画

設備拡充計画

設備保全計画

効率化計画
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（参考）外生的な費用（制御不能費用）の調整
 収入上限は、期初に設定し原則として変更しないものと考えられるが、一般送配電事業者の努力によらない

外生的な費用変動については、期中または翌期に収入上限に反映する等の仕組みを導入する。

 外生的な費用変動を期中または翌期に反映する場合は、どのように審査し、どのように承認するのか、その詳
細は、今後、ご議論いただくこととしたい。

 外生的な費用（制御不能費用）の基本的
な考え方

 期中または翌期に収入の調整を認める対象

 期中または翌期に収入の調整を認める条件

 期中調整又は翌期調整の申請フロー、審査
プロセス等

今後の論点（例）

＜外生的な費用変動の取扱い（イメージ）＞

外
生
的
な

費
用
増
加

期初

収
入
上
限

見
積
費
用

外
生
的
な

費
用
減
少

実
績
費
用

外生的な費用減少が
発生した場合

外生的な費用増加が
発生した場合

収
入
上
限

実
績
費
用

一般送配電事業者は変動分を申請可（期中調整または翌期調整）

見
積
費
用

期中 期初 期中
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 再エネ主力電源化やレジリエンス強化等に対応するためには、一般送配電事業者が事業計画に記載した内
容を確実に達成するための仕組みが重要。

 こうしたことから、期中または事後にその達成状況を評価し、期中または翌期の収入上限に反映させる仕組み
が必要ではないか。

 その他、収入上限と実績収入の乖離の取扱い、利益（損失）の取扱いについて、検討が必要。

規制期間中（期中）や規制期間終了時（事後）におけるプロセス

20

期初
（規制期間開始時）

・・・論点５

・・・論点６
・・・論点７
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【参考】改正電気事業法ー該当条文ー
（託送供給等に係る収入の見通し）
第十七条の二

１～３（略）
４ 一般送配電事業者は、第一項の経済産業省令で定める期間中において、同項の承認を受けた収入の見通しを変更しよう

とするときは、経済産業大臣の承認を受けなければならない。
５ 経済産業大臣は、前項の変更の承認の申請があつた場合において、当該申請に係る収入の見通しが次に掲げる基準に適

合するものであると認めるときは、その承認をするものとする。
一 変更の目的が次のいずれかに該当するものであること。

イ 需要の変動その他の一般送配電事業者がその事業の遂行上予見し難い事由として経済産業省令で定めるものに対
応するためのものであること。

ロ 他の法律の規定により支払うべき費用の額の変動に対応する場合（当該費用の額の増加に対応する場合にあつては、
一般送配電事業を行うに当たり当該費用を節減することが著しく困難な場合に限る。）として経済産業省令で定める
場合に該当するものであること。

二 変更の内容が第二項の指針に照らして適切なものであること。
６ 一般送配電事業者は、第一項の承認若しくは第四項の変更の承認を受け、又は次条第三項の規定による変更の通知を

受けたときは、経済産業省令で定めるところにより、その収入の見通しを公表しなければならない。

（託送供給等約款）
第十八条 一般送配電事業者は、その供給区域における託送供給等に係る料金その他の供給条件（以下この款において単に

「供給条件」という。）について、経済産業省令で定める期間ごとに、経済産業省令で定めるところにより、託送供給等約款を
定め、経済産業大臣の認可を受けなければならない。当該期間中において、これを変更しようとするときも、同様とする。

２ 略
３ 経済産業大臣は、第一項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の認可をしなければなら

ない。
一 料金が第十七条の二第一項の承認を受けた収入の見通しを超えない額の収入をその算定の基礎とするものであること。
二～六 （略）

４～１２（略）



 新しい託送料金制度では、国が規制期間を定め、その期間ごとに一般送配電事業者が事業計画を策定し、
それに必要な収入を算定し、経済産業大臣の承認を受けることとされている。

 規制期間については、その長短によって以下のようなメリットが考えられるが、詳細については、今後、資源エネ
ルギー庁の審議会において議論される予定。

（参考）規制期間の考え方

22

規制期間を
長く設定

規制期間を
短く設定

 一般送配電事業者に、中長期的な目標達成に向けて必要となる中長期的な投
資を促しやすくなる

 一般送配電事業者に中長期的観点からの効率化インセンティブがより強く働く
 一般送配電事業者による事業計画の策定や必要な収入の算定、国による承認と

いった規制コストの削減が可能

 一般送配電事業者が策定する事業計画や算定する収入上限の確度が高まる
 一般送配電事業者が策定する事業計画や算定する収入上限について、定期洗

替によって外生的要因をより機動的に反映することが可能
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論点５．成果目標、行動目標の達成状況に対する評価の取扱い
 一般送配電事業者が必要な投資等を確実に実施するために、事後的に事業計画や成果目標、行動目標

の達成状況を確認し、その結果に応じて収入上限に反映する仕組みが有効ではないか。

 事業計画に記載された成果目標（安定供給等）等の達成状況に応じて、金銭的なボーナス・ペナルティを
与えることも一案だが、どのように考えるか。

 なお、事業計画の具体的なフォローアップの方法、事業計画の実施状況に応じたボーナス・ペナルティ等の具体
的な考え方等は、本日の議論を踏まえ、今後、詳細をご議論いただくこととしたい。

 規制期間終了時の成果目標、行動目
標の評価方法

 合理的な理由なく、事業計画を実施
しなかった場合の取扱い

 成果目標、行動目標達成時・未達時
のインセンティブ設計（ボーナス・ペナル
ティ等）

今後の論点（例）

事業計画の策定 事業計画の達成状況
を評価

期初
（規制期間開始時）

事後
（規制期間終了時）

一般送配電事業者が
達成すべき成果目標、

行動目標を設定

国が成果目標、行動目標
の達成状況を評価
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(参考)実績需要量(kWh)の経年変化

※1 想定需要量は、各社の原価算定期間における想定需要量の年平均値
※2 カッコ内は対前年増減率
※3 原価算定期間の実績需要量を色付きでハイライト
(出典)各社提供データより事務局作成

(単位:億kWh)

中部

関西

東北

四国

東京

九州

北陸

沖縄

中国

北海道

H23

1,292
(▲2.1%)

2,787
(▲8.6%)

1,505
(▲3.2%)

289
(▲2.2%)

284
(▲2.2%)

607
(▲3.5%)

74
(▲1.1%)

858
(▲2.4%)

759
(▲8.7%)

322
(▲0.3%)

H24

1,277
(▲1.1%) 

2,802
(0.5%)

1,457
(▲3.2%)

280
(▲2.8%)

274
(▲3.6%)

591
(▲2.6%)

73
(▲1.8%)

841
(▲2.0%)

783
(3.2%)

313
(▲2.9%)

H25

1,284
(0.5%)

2,807
(0.2%)

1,447
(▲0.7%)

280
(0.0%)

272
(▲0.6%)

594
(0.5%)

75
(3.4%)

850
(1.1%)

779
(▲0.5%)

307
(▲1.7%)

H26

1,260
(▲1.9%)

2,737
(▲2.5%)

1,400
(▲3.2%)

279
(▲0.7%)

265
(▲2.7%)

584
(▲1.8%)

75
(▲0.3%)

827
(▲2.7%)

772
(▲0.8%)

300
(▲2.4%)

H27

1,242
(▲1.4%)

2,699
(▲1.4%)

1,361
(▲2.8%)

275
(▲1.2%)

260
(▲2.0%)

574
(▲1.6%)

76
(1.6%)

818
(▲1.0%)

762
(▲1.4%)

295
(▲1.7%)

H28

1,272
(2.4%)

2,724
(0.9%)

1,385
(1.8%)

284
(3.1%)

265
(2.0%)

592
(3.2%)

80
(4.1%)

838
(2.4%)

779
(2.2%)

300
(1.7%)

H22

1,320
(6.8%)

3,050
(5.4%)

1,554
(7.1%)

295
(8.7%)

291
(5.8%)

629
(8.1%)

75
(0.5%))

879
(5.2%)

832
(5.1%)

323
(2.9%)

原価
算定期間

H26-28

H24-26

H25-27

H28-30

H25-27

H28-30

H28-30

H25-27

H25-27

H25-27

H30

1,301
(▲0.3%)

2,755
(▲0.7%)

1,384
(▲1.6%)

285
(▲2.2%)

260
(▲3.4％)

585
(▲1.1％)

77
(▲2.9％)

840
(▲2.3％)

784
(▲0.7%)

293
(▲ 1.7%)

H21

1,235
(-)

2,893
(-)

1,452
(-)

271
(-)

275
(-)

582
(-)

75
(-)

836
(-)

792
(-)

314
(-)

想定
需要量※1

1,283

2,899

1,486

284

278

602

78

857

800

319

原価算定期間 H29

1,304
(2.5%)

2,776
(1.9%)

1,407
(1.6%)

292
(2.9%)

269
(1.7％)

592
(▲0.1％)

79
(▲0.3％)

859
(2.5％)

790
(1.5%)

298
(▲0.6%)

38
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(参考)実績需要kW（契約kW）の経年変化

カッコ内は対前年増減率
※ H27からH28における実績需要kWの減少は、平成28年度制度変更によって低圧託送契約に実量契約が導入され、負荷設備契約の一部が実量契約に切り替わったことが要因の一つ(第9回制度設計WG)
(出典)各社提供データより事務局作成 39

(単位:万kW)

中部

関西

東北

四国

東京

九州

北陸

沖縄

中国

北海道

H21

82,026
(-)

196,944
(-)

88,240
(-)

17,039
(-)

18,530
(-)

36,323
(-)

4,737
(-)

57,559
(-)

50,849
(-)

19,933
(-)

H22

82,798
(0.9%)

198,654
(0.9%)

88,899
(0.7%)

17,368
(1.9%)

18,653
(0.7%)

36,571
(0.7％)

4,811
(1.6%)

58,173
(1.1%)

51,235
(0.8%)

20,220
(1.4%)

H23

83,337
(0.7%)

197,639
(▲0.5%)

89,147
(0.3%)

17,592
(1.3%)

18,681
(0.1%)

36,682
(0.3%)

4,874
(1.3%)

58,714
(0.9%)

50,406
(▲1.6%)

20,425
(1.0％)

H24

83,246
(▲0.1%)

196,483
(▲0.6%)

88,401
(▲0.8%)

17,531
(▲0.3%)

18,543
(▲0.7%)

36,572
(▲0.3%)

4,945
(1.5%)

58,877
(0.3%)

51,058
(1.3%)

20,540
(0.6%)

H25

83,563
(0.4%)

196,971
(0.2%)

87,987
(▲0.5%)

17,646
(0.7%)

18,516
(▲0.1%)

36,679
(0.3%)

5,021
(1.5%)

59,274
(0.7%)

51,494
(0.9%)

20,523
(▲0.1%)

H26

83,937
(0.4%)

198,068
(0.6%)

87,719
(▲0.3%)

17,818
(1.0%)

18,512
(▲0.0%)

36,958
(0.8%)

5,122
(2.0%)

59,636
(0.6%)

52,108
(1.2%)

20,710
(0.9%)

H27

84,346
(0.5%)

198,886
(0.4%)

87,406
(▲0.4%)

18,102
(1.6%)

18,530
(0.1%)

36,916
(▲0.1%)

5,217
(1.8%)

59,967
(0.6%)

52,655
(1.1%)

20,792
(0.4%)

H30H28※

77,648
(▲7.9%)

184,032
(▲7.5%)

78,300
(▲10.4%)

16,825
(▲7.1%)

16,885
(▲8.9%)

33,374
(▲9.6%)

4,897
(▲6.1%)

52,857
(▲11.9%)

48,314
(▲8.2%)

19,209
(▲7.6%)

H29

81,032
（4.4％）

190,894
（3.7％）

81,053
(3.5％)

17,452
（3.4%）

34,705
(4.0%)

5,266
（7.5%）

56,248
(6.4%)

20,441
(6.4%)

80,984
(▲0.1%)

82,241
(1.5%)

34,400
(▲0.9％)

17,581
(0.7%)

5,332
(1.2％)

20,623
(0.9%)

193,227
(1.2％)

56,998
(1.3%)

50,706
(5.0%)

51,277
(1.1%)

17,812
(2.3％)

17,414
(3.5%)
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（参考）日本全体の電力システムの効率化が見込まれる例
 資源エネルギー庁の審議会においては、費用対効果を評価した結果、十分な便益が見込まれる

投資については、費用算入を認めていくべきであるとの方向が示されている。
2019年11月20日

第２回持続可能な電力システム構築
小委員会資料１

上記効果と併せ、
①本増強（＋30万kW）により、＋120万kWの再エネ導入可能量が増加(※2)
②１サイト脱落時、約30～60億円相当の停電緩和効果が想定される。

⇒北本連系線（60万kW⇒90万kW）と石狩湾LNG(57万kW)の運転開始等によってブラックアウト再発防止策が実施されてい
るところ、更に稀頻度で発生する大規模供給脱落事象の頻度は数値的に特定することが困難なため、費用対効果の試算上は
数量的な効果として評価に含めていない。

×1.6

（追加費用） （削減効果）

建設コスト
設備維持費 価格低下（※1）

CO2削減

約600億円 約1000億円

北海道エリア立地の再エ
ネ等が有効活用され、火
力発電が焚き減らされる
効果。

※1 シミュレーションによれば、総じて電気料金は下がるものの、特定の期間・需要家においては電気料金が上がる場合もありうる。
※2 同一の出力制御率（８％）まで再エネ導入が進むと仮定した場合の再エネ導入拡大量。（電力広域機関試算）別途、地内系統の増強等も必要となるケースがあるた

め、単純に本増強のみで導入が進むわけではない。

北本連系線について（費用対効果まとめ）
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（参考）資源エネルギー庁の審議会における議論
 資源エネルギー庁の審議会においては、新しい託送料金制度の在り方について、委員から以下の

ようなコメントが出されている。

 審査にあたって事業者の計画を評価することは容易ではないが、ネットワーク投資を進めつつ、国民負担を最小化することが重
要。効率的インセンティブの設定方法がポイントになる。（小野委員）

 日本で検討しているレベニューキャップ制度は、英・独を参考にしているが、各国ごとにグリッド構造や産業構造が違うので、留意
点をまとめて欲しい。例えば、独政府は削減対象となる「非効率コスト」と「制御不能コスト」などを仕分けることで、透明性を高
めている。実際の運用上どのような難しさがあるかを説明するべきではないか。（水本委員）

 託送料金制度については、欧州を中心にすでにレベニューキャップに移行しているが、それを参考にしつつも、ネットワーク構造の
違いなど日本特有の状況は考慮すべき。継続的に審査する状況になると思うので、人的なリソースを確保することが必要。人
数だけではなく、統計的スキルを持った人の配置が重要。（新川委員）

 レベニューキャップの導入経緯は効率化インセンティブと理解。他方で、コスト効率化のモニタリングもある。厳しく見ると短期的な
効率化にはなる一方で、長期的なイノベーションの阻害になりかねない。送配電のプロアクティブな思想を引き出せるような制度
設計とすべき。（大橋委員）

 事業者の努力・創意工夫を最大限引き出す制度にすることが重要。特に、長期的な観点で、イニシャルコストだけではなく、全
体としてのバランスをもって議論したい。（秋池委員）

 事業者の効率化の結果として、事業者がしっかり利益を出すことに対して、躊躇するような制度にしてはいけない。民間事業な
ので、果実がないとエンジンがかからない。例えば、設定期間を5年としたならば、その期間でマスタープラン実現のために何をする
のか、ターゲットをしっかりと議論して、事業者に説明させるべき。効率化分は事業者の利益とすることが必要。（圓尾委員）

 一般送配電事業者は投資等の適切性を定期的に報告することになり、一層の透明性が求められることになる。ネットワーク投
資を通じて社会的な便益向上に努めていきたい。（大森オブザーバー）


